様式第五十七（第３８条関係）
中小企業承継事業再生計画の認定申請書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
（特定中小企業者）　
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
（承継事業者）　　　
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法第３９条の２第１項の規定に基づき、下記の計画について認定を受けたいので申請します。
記
１．中小企業承継事業再生の目標
２．特定中小企業者の業務及び財務の状況に関する事項
３．承継事業者に関する事項
４．中小企業承継事業再生の内容
５．中小企業承継事業再生の実施時期
６．中小企業承継事業再生の実施に必要な資金の額及びその調達方法
７．中小企業承継事業再生に伴う労務に関する事項
８．その他
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
３．承継事業者には、承継事業者となる法人を設立しようとする者を含む。
４．特定中小企業者が承継事業者となる法人を設立しようとする者である場合においては、承継事業者の住所、名称及び代表者の氏名は不要とする。
（記載要領）
１．中小企業承継事業再生の目標
（１）中小企業承継事業再生に係る事業の目標（中小企業承継事業再生を行おうとする背景となる事情及びそれにより目指す事業の方向性）を要約的に記載する。
（２）中小企業承継事業再生の実施期間内の財務状況（資産・負債・純資産・損益）の推移を記載する。
（３）事業の強化の程度を示す数値目標（我が国の産業活力の再生及び産業活動の革新に関する基本的な指針に規定する具体的な指標を用いる。）を記載する。
２．特定中小企業者の業務及び財務の状況に関する事項
（１）特定中小企業者の名称、住所、代表者名、資本金、役員氏名、出資者構成（主な株主とその持株比率）、事業内容、及び３．（２）に特定許認可等に基づく地位を記載する場合には当該地位を記載する。
（２）事業の継続が困難となっている原因を記載する。
（３）過去３年間の財務状況（資産・負債・純資産・損益）の推移を記載する。
（４）財務の悪化の状況を示す指標（我が国の産業活力の再生及び産業活動の革新に関する基本的な指針に規定する具体的な指標を用いる。）を記載する。
３．承継事業者に関する事項
（１）承継事業者の名称、住所、代表者名、資本金、役員氏名、出資者構成（主な株主とその持株比率）、事業内容、及び以下の（２）を記載しない場合であって、当該事業者が承継する事業に係る許認可等を有するときは、当該許認可等に基づく地位を記載する。ただし、中小企業承継事業再生計画により承継事業者を設立する場合には、設立予定の承継事業者に関する同様の情報を記載する。
（２）特定許認可等に基づく特定中小企業者の地位であって、承継事業者が承継しようとするものがある場合には、当該特定許認可等に基づく地位を記載する。
４．中小企業承継事業再生の内容
（１）特定中小企業者が行う会社の分割又は事業の譲渡の方法について、別表１の該当する欄にその実施時期及び特定中小企業者を清算する時期を記載する。
（２）特定中小企業者が行う会社の分割又は事業の譲渡の方法について、その概要を記載する。
（３）承継事業者が承継する資産及び負債の内容を記載する。具体的には、中小企業承継事業再生の実施前後の財務状況（資産・負債・純資産・損益）の推移を記載する。
（４）承継事業者が承継する事業についての収支の改善その他の強化の方法を記載する。
（５）承継事業者が事業の承継に伴い不動産の譲受け又は取得を予定しているときは、別表２により当該不動産の内容について記載する。
５．中小企業承継事業再生の実施時期
（１）中小企業承継事業再生の開始時期及び終了時期を年月をもって記載する。
（２）別表３により、毎事業年度の実施予定を記載する。
６．中小企業承継事業再生の実施に必要な資金の額及びその調達方法
（１）必要な資金の額及び調達方法の概要を記載する。
（２）必要な資金の額及び調達方法は、別表４により記載する。
７．中小企業承継事業再生に伴う労務に関する事項
別表５により、中小企業承継事業再生の実施に伴う従業員数の推移等について記載する。
別表１
中小企業承継事業再生の措置の内容
	実施方法
	実施時期
	特定中小企業者を清算する時期
	期待する支援措置

	会社の分割

	
	既存の承継事業者が吸収分割により事業を承継する取組
	
	
	

	
	新たに設立しようとする承継事業者が吸収分割により事業を承継する取組
	
	
	

	
	新設分割により承継事業者が事業を承継する取組
	
	
	

	事業の譲渡

	
	既存の承継事業者が事業の全部又は一部の譲渡により事業を承継する取組
	
	
	

	
	新たに設立しようとする承継事業者が事業の全部又は一部の譲渡により事業を承継する取組
	
	
	


（注）期待する支援措置については、申請段階において期待する本法に基づく支援措置について、具体的に記載する。
別表２

　承継事業者が譲受け又は取得をする不動産の内容

（土地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）
	
	　所　在　地　番
	　地　　目
	　面　　積
	　そ　の　他

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	


（家屋）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）
	
	　 所在家屋番号
	　種類構造
	　 床面積
	　そ　の　他

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	


（注）事業又は資産の譲受けに伴う不動産については、その他欄にその旨を記載し、併せて事業又は資産の譲受け元名を明記する。分割により取得をする不動産についても、同様とする。
別表３
中小企業承継事業再生の実施時期
	年　度
	実　　　施　　　内　　　容

	年度
	

	      年度
	

	      年度
	

	      年度
	

	　    年度
	


別表４
中小企業承継事業再生の実施に必要な資金の額及びその調達方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	調達先
費用
	政府関係金融機関からの借入れ
	民間金融機関等からの借入れ
	自己資金
	その他
	合計
	備考

	事業の承継時に必要な資金の額
	
	
	
	
	
	

	事業の承継後に必要な資金の額
	年度
	
	
	
	
	
	

	
	年度
	
	
	
	
	
	

	
	年度
	
	
	
	
	
	

	
	年度
	
	
	
	
	
	

	
	年度
	
	
	
	
	
	


（注）
１．「政府関係金融機関からの借入れ」には政府関係金融機関からの借入れによる調達額を、「民間金融機関等からの借入れ」には政府関係金融機関以外の金融機関等からの借入れによる調達額を、「その他」には出資、社債の発行、リースその他「政府関係金融機関からの借入れ」、「民間金融機関等からの借入れ」及び「自己資金」以外の調達方法による調達額を、それぞれ調達先の名称及び金額の内訳を示しつつ記載する。
２．民間金融機関からの融資について信用保証協会による保証を受ける期待がある場合には、その旨を、借入先金融機関名を示しつつ「備考」に記載する。
３．中小企業投資育成株式会社による出資等を受ける期待がある場合には、その旨を「備考」に記載する。
４．承継事業者への出資、融資等を行おうとするスポンサー等からの資金調達を予定している場合には、その旨を、当該スポンサー等の名称を示しつつ「備考」に記載する。
別表５
中小企業承継事業再生に伴う労務に関する事項
	①
	中小企業承継事業再生の開始時期における承継事業者が承継する事業に従事する特定中小企業者の従業員数
	人

	②
	承継事業者が承継する事業と同種の事業を営んでいる場合は、当該承継事業者の営む事業に従事する従業員数
	人

	③
	事業の承継後の承継事業者が承継した事業に従事する予定の従業員数（認定計画の実施期間における毎事業年度について記載すること）
	年度末
	人

	
	
	年度末
	人

	
	
	年度末
	人

	
	
	年度末
	人

	
	
	年度末
	人

	④
	中小企業承継事業再生の開始時期における承継事業者の従業員数
	人

	⑤
	中小企業承継事業再生の終了時期における承継事業者の従業員数
	人

	⑥
	③中、新規採用される従業員数（認定計画の実施期間における毎事業年度について記載すること）
	年度末
	人

	
	
	年度末
	人

	
	
	年度末
	人

	
	
	年度末
	人

	
	
	年度末
	人

	⑦
	中小企業承継事業再生に伴い出向又は解雇等される従業員数
	人


様式第五十八（第３９条関係）
中小企業承継事業再生計画の不認定通知書
年　月　日　　
殿
主務大臣　名　　印
平成　年　月　日付けで認定申請のあった中小企業承継事業再生計画については、下記の理由により認定をしないものとします。
記
不認定の理由
（備考）
用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
法第３９条の２第４項のうち、認定をしない理由を具体的に記載する。
様式第五十九（第４０条関係）
認定中小企業承継事業再生計画の変更認定申請書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
（特定中小企業者）　
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
（承継事業者）　　　
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた中小企業承継事業再生計画について下記のとおり変更したいので、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法第３９条の３第１項の規定に基づき認定を申請します。
記
１．変更事項
２．変更事項の内容
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
１．変更事項の内容については、変更前と変更後を対比して記載する。
２．認定を単独で受けた特定中小企業者に係る中小企業承継事業再生計画の変更認定の申請の場合であって、当該申請が当該計画に従って承継事業者となる法人を設立する前に行われるときは、承継事業者の住所、名称及び代表者の氏名は不要とする。
３．認定中小企業承継事業再生計画に従って承継事業者が事業を承継した後においては、特定中小企業者の住所、名称及び代表者の氏名は不要とする。
様式第六十（第４０条関係）
認定中小企業承継事業再生計画の変更不認定通知書
年　月　日　　
殿
主務大臣　名　　印
平成　年　月　日付けで変更認定申請のあった中小企業承継事業再生計画については、下記の理由により認定をしないものとします。
記
不認定の理由
（備考）
用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
法第３９条の２第４項のうち、認定をしない理由を具体的に記載する。
様式第六十一（第４１条関係）
認定中小企業承継事業再生計画の軽微な変更の届出書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
（特定中小企業者）　
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
（承継事業者）　　　
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた中小企業承継事業再生計画について下記のとおり軽微な変更をしたので、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法第３９条の３第２項の規定に基づき届け出ます。
記
１．軽微な変更事項
２．軽微な変更事項の内容
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
１．軽微な変更事項の内容については、変更前と変更後を対比して記載する。
２．認定を単独で受けた特定中小企業者に係る中小企業承継事業再生計画の軽微な変更の届出の場合であって、当該届出が当該計画に従って承継事業者となる法人を設立する前に行われるときは、承継事業者の住所、名称及び代表者の氏名は不要とする。
３．認定中小企業承継事業再生計画に従って承継事業者が事業を承継した後においては、特定中小企業者の住所、名称及び代表者の氏名は不要とする。
様式第六十二（第４２条関係）
認定中小企業承継事業再生計画の変更指示の通知書
年　月　日　　
殿
主務大臣　名　　印
平成　年　月　日付けで認定をした中小企業承継事業再生計画については、下記の理由により変更を指示します。
記
変更を指示する理由
（備考）
用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
法第３９条の２第４項のうち、変更を指示する理由を具体的に記載する。
様式第六十三（第４３条関係）
認定中小企業承継事業再生計画の認定取消し通知書
年　月　日　　
殿
主務大臣　名　　印
平成　年　月　日付けで認定をした中小企業承継事業再生計画については、下記の理由により認定を取り消します。
記
認定を取り消す理由
（備考）
用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
法第３９条の３第５項及び第６項のうち、認定の取消しの理由となっているものを具体的に記載する。
様式第六十四（第４４条関係）
認定中小企業承継事業再生計画に係る事業の承継報告書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた中小企業承継事業再生計画に従って事業を承継したことを、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法第３９条の４第２項の規定に基づき報告します。
記
１．実施した中小企業承継事業再生の内容
２．中小企業承継事業再生に伴う労務に関する事項
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
１．実施した中小企業承継事業再生の内容
特定中小企業者が行った会社の分割又は事業譲渡の方法の概要及びその実施時期を記載する。
２．中小企業承継事業再生に伴う労務に関する事項
様式第五十七別表５により、中小企業承継事業再生の実施に伴う従業員数の推移等について、計画と実績を対比させて記載する。
様式第六十五（第４８条関係）
平成　年度における認定事業再構築計画（認定経営資源再活用計画）（認定経営
資源融合計画）（認定資源生産性革新計画）（認定中小企業承継事業再生計画）
の実施状況報告書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた事業再構築計画（経営資源再活用計画）（経営資源融合計画）（資源生産性革新計画）（中小企業承継事業再生計画）の平成　年度の実施状況を下記のとおり報告します。
記
１．事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）の目標の達成状況
２．実施した事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）の内容及び適用を受けた支援措置の内容
３．事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）に伴う労務に関する事項
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
１．事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）の目標の達成状況
（１）事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）に係る事業の目標の達成状況を要約的に記載する。
（２）生産性の向上（他の事業者から承継する事業の生産性の向上）（資源生産性の向上）（事業の強化の程度）を示す数値の達成状況（認定計画に記載した指標を用いる。）を記載する。
（３）財務内容の健全性の向上を示す数値（認定計画に記載した指標を用いる。）を記載する。（ただし、中小企業承継事業再生計画を除く。）
２．実施した事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）の内容及び適用を受けた支援措置の内容については、次の別表により、認定事業者及び関係事業者又は外国関係法人が実施した措置等について、計画と実績を対比させてそれぞれ記載する。
（１）法第２３条第１項の規定の適用を受けた投資事業有限責任組合から資金を調達した場合であって、様式第１別表５（注）２．に記載した措置を実施したときは、その旨を記載する。
（２）社債又は資金の借入れについて独立行政法人中小企業基盤整備機構による債務の保証を受けた場合には、その旨を記載する。
（３）指定金融機関からの出資を受けた場合には、機関名及び当該機関に係る金額を記載する。
（４）中小企業投資育成株式会社による出資等を受けた場合には、その旨を記載する。
（５）株式会社日本政策金融公庫から融資を受けた場合には、その金額を記載する。
３．事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）に伴う労務に関する次の事項について、計画と実績を対比させて記載する。（４）、（５）及び（６）については、最終年度の報告において計画期間全体の数値も報告する。
（１）事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）の開始時期の従業員数
（２）中小企業承継事業再生計画にあっては、承継事業者が承継した事業に従事する従業員数
（３）当該事業年度末の従業員数
（４）当該事業年度中、事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）に充てた従業員数
（５）（４）中、新規採用された従業員数
（６）事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）に伴い当該事業年度中に出向し、又は解雇された従業員数
別表
実施した事業再構築（経営資源再活用）（経営資源融合）（資源生産性革新）（中小企業承継事業再生）の内容及び適用を受けた支援措置の内容
	区　分
	計　　画
	実　　績

	実施内容等
	
	


様式第六十六（第４８条関係）
認定事業革新設備導入計画の実施状況報告書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた事業革新設備導入計画の実施状況を下記のとおり報告します。
記
１．事業革新設備の導入状況
２．導入した事業革新設備の内容及び事業の用に供した時期
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
１．事業革新設備の導入状況を要約的に記載する。
２．導入した事業革新設備の内容については、次の別表により記載する。
別表
導入した事業革新設備の内容及び事業の用に供した時期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	     設備の名称
	数　量
	単　価
	金　額
	用　途
	設置場所
	事業の用に供した時期

	１
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	


様式第六十七（第４８条関係）
認定資源制約対応製品生産設備導入計画の実施状況報告書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた資源制約対応製品生産設備導入計画の実施状況を下記のとおり報告します。
記
資源制約対応製品又は専用部品等の生産及び販売の状況
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
１．資源制約対応製品生産設備導入計画に記載した資源制約対応製品又は専用部品等の生産及び販売の状況について、次の別表により記載する。
２．認定資源制約対応製品生産設備導入計画により導入した資源制約対応製品生産設備が専用部品等を生産するものである場合には、当該専用部品等を生産する者及び当該専用部品等を使用して資源制約対応製品を生産するすべての者が、それぞれ自ら行った資源制約対応製品又は専用部品等の生産及び販売の実施状況について報告するものとする。
別表
資源制約対応製品又は専用部品等の生産及び販売の状況
	資源制約対応製品又は専用部品等の種類
	報告年度
	汎用設備の場合、資源制約対応製品・専用部品等の生産割合
	生産の状況（数量）
	販売の状況（数量）
	申請事業者が生産する同種の機器、装置又は設備全体の生産の状況（数量）
	申請事業者が生産する同種の機器、装置又は設備全体の販売の状況（数量）
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
１．計画の実施期間の初年度にあっては、資源制約対応製品生産設備を事業の用に供した日から１年を経過する日までの生産数量及び販売数量を報告することができる。
２．申請事業者が生産する、申請に係る資源制約対応製品と同種の機器、装置又は設備全体の生産及び販売の状況についても報告するものとする。
様式第六十八（第４８条関係）
平成　年度における認定事業再構築計画（認定経営資源再活用計画）の半期実施
状況報告書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた事業再構築計画（経営資源再活用計画）の平成　年度の半期における実施状況を下記のとおり報告します。
記
１．事業再構築（経営資源再活用）の目標の達成状況
２．実施した事業再構築（経営資源再活用）の内容及び適用を受けた支援措置の内容
３．事業再構築（経営資源再活用）に伴う労務に関する事項
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
１．事業再構築（経営資源再活用）の目標の達成状況
（１）事業再構築（経営資源再活用）に係る事業の目標の達成状況を要約的に記載する。
（２）生産性の向上（他の事業者から承継する事業の生産性の向上）を示す数値の達成状況（認定計画に記載した指標を用いる。）を記載する。
（３）財務内容の健全性の向上を示す数値（認定計画に記載した指標を用いる。）を記載する。
２．実施した事業再構築（経営資源再活用）の内容及び適用を受けた支援措置の内容については、次の別表により、認定事業者及び関係事業者又は外国関係法人が実施した措置等について、計画と実績を対比させてそれぞれ記載する。
（１）法第２３条第１項の規定の適用を受けた投資事業有限責任組合から資金を調達した場合であって、様式第１別表５（注）２．に記載した措置を実施したときは、その旨を記載する。
（２）社債又は資金の借入れについて独立行政法人中小企業基盤整備機構による債務の保証を受けた場合には、その旨を記載する。
（３）指定金融機関からの出資を受けた場合には、機関名及び当該機関に係る金額を記載する。
（４）事業革新設備の導入に必要な資金について中小企業投資育成株式会社による出資等を受けた場合には、その旨を記載する。
３．事業再構築（経営資源再活用）に伴う労務に関する次の事項について、計画と実績を対比させて記載する。
（１）事業再構築（経営資源再活用）の開始時期の従業員数
（２）事業再構築（経営資源再活用）の当該半期の終了時期の従業員数
（３）当該半期中、事業再構築（経営資源再活用）に充てた従業員数
（４）（３）中、新規採用された従業員数
（５）事業再構築（経営資源再活用）に伴い当該半期中に出向し、又は解雇された従業員数
別表
実施した事業再構築（経営資源再活用）の内容及び適用を受けた支援措置の内容
	区　分
	計　　画
	実　　績

	実施内容等
	
	


様式第六十九（第４８条関係）
平成　年度第１四半期（第２四半期）（第３四半期）（第４四半期）における認
定事業再構築計画（認定経営資源再活用計画）の四半期実施状況報告書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた事業再構築計画（経営資源再活用計画）の平成　年度第１四半期（第２四半期）（第３四半期）（第４四半期）の実施状況を下記のとおり報告します。
記
１．売上の推移
２．有利子負債残高の推移
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
１．及び２．については、総額、前年同期比及び事業再構築（経営資源再活用）に関連する再建計画との比較について記載する。
様式第七十（第４８条関係）
認定中小企業承継事業再生計画に係る特別清算終結（破産手続終結）（清算結了）報告書

年　月　日

主務大臣　名　　殿

住　　　　所

名　　　　称

代表者の氏名　　印

平成　年　月　日付けで認定を受けた中小企業承継事業再生計画の実施に当たり、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法施行規則第４８条第８項第　号に掲げる場合に該当するため下記のとおり報告します。

記

（備考）

１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。

２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

（記載要領）

本施行規則第４８条第８項各号に掲げる事項に照らして記載する。
様式第七十一（第４８条関係）
平成　年度における認定事業再構築計画（認定経営資源再活用計画）（認定経営
資源融合計画）（認定資源生産性革新計画）（認定事業革新設備導入計画）（認
定資源制約対応製品生産設備導入計画）（認定中小企業承継事業再生計画）の適
時実施状況報告書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた事業再構築計画（経営資源再活用計画）（経営資源融合計画）（資源生産性革新計画）（事業革新設備導入計画）（資源制約対応製品生産設備導入計画）（中小企業承継事業再生計画）の実施に当たり、下記の事項が発生したため報告します。
記
発生した事項
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
（記載要領）
本施行規則第４８条第９項各号に掲げる事項に照らして記載する。
様式第七十二（第５０条関係）
認定事業革新設備導入計画における事業革新設備の特別償却額報告書
年　月　日　　
主務大臣　名　　殿
住　　　　所　　　
名　　　　称　　　
代表者の氏名　　印
平成　年　月　日付けで認定を受けた事業革新設備導入計画における事業革新設備に係る特別償却額を下記のとおり報告します。
記
導入した事業革新設備に係る特別償却額
（備考）
１．記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。
２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
３．導入した事業革新設備に係る様式第六十六の実施状況報告書を添付する。
（記載要領）
導入した事業革新設備の内容については、様式第六十六別表により記載する。
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